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子育て世代の社会移動の動向と住環境から見る
住み心地の志向について
― 平成26年度 神戸市 若年女性・人口移動実態調査より ―
高　橋　美　佐　　伊　藤　亜都子
Trends in Social Mobility and Aspiration toward Comfortable
Living among Young Women 
̶ Findings from a 2015 Questionnaire Survey of Social Movement in Kobe ̶  
Misa TAKAHASHI・Atsuko ITO
要　旨
　本稿は、社会移動をおこなった20歳～ 39歳の若年女性を対象として実施したアンケート調査
のデータをもとに、子育て世代とされる年齢層の女性の社会移動の理由や居住選択の志向、転居
先である現住地の生活環境に関する満足度などについて分析を行った。特に、配偶者の有無、子
どもの有無、ふだんの様子（仕事または家事）によって移動の理由や居住地や生活環境へのニー
ズが異なることを予想し、回答者から５つのカテゴリーを抽出し、それぞれの特徴を考察した。
　その結果、女性の移動には配偶者や子どもの都合を強く優先する傾向が見られ、それにともなっ
て自分の仕事も退職したり転職したりするなど人生に大きな変化をもたらしていること、住み続
けたい「まち」の条件としては「安全性」「利便性」「子育て環境」などを重視していること、子
どもがあり働いている人の一部で親族との近居の動きが見られること、子どものいる専業主婦は
地域での人間関係や交流が親密であることなどいくつかの示唆を得ることができた。
Summary
　　Based on a questionnaire survey conducted among young women aged between 20 and 39 
years who have experienced social mobility, this study analyzes reasons behind such mobility, 
the aspirations behind their choice of residence, and the level of satisfaction with the living 
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environment in their current residential area among this cohort of women, who are considered to 
be the generation most actively involved in child rearing. In particular, it was expected that 
participants’ reasons for moving and requirements from residential areas and living 
environments would diﬀ er according to marital status, the presence or absence of children, and 
employment situation (e.g., as employee or homemaker). Five categories were extracted from 
participants’ responses; the respective characteristics of these are discussed here.
　　The results of the analysis indicated a trend of women’s decisions to strongly prioritize the 
circumstances of their spouses and/or children. Furthermore, the results revealed the following 
trends: many women experienced major life changes as the result of leaving their own jobs or 
seeking transfers in conjunction with their prioritization; an emphasis was placed on safety, 
convenience, and child-rearing environments as conditions for the communities in which they 
hoped to continue living; and some working mothers moved to be closer to their family, whereas 
stay-at-home mothers had close interactions and interpersonal relationships with the local 
community.
はじめに
　人口減少時代において、特に少子高齢化の進行する地方では、出生率の低下だけでなく、人口
流出による「再生産力」の指標とされる「若年女性（20歳～ 39歳）」の減少を食い止めること
も重要な課題となっている。地方都市の政策として、若年の女性に住み続けたいと思われる魅力
ある都市づくり、子育て環境づくりが必要である。
　本稿では、神戸市と筆者（伊藤）が参画した「今後の神戸市の人口動態に関する有識者会議」１
が共同で実施したアンケート調査「平成26年　若年女性・人口移動実態調査」をもとに、20歳代、
30歳代の子育て世代の女性の移動の動向や住環境からみた住み心地の志向を分析し、よりよい
子育て、就業、居住環境づくりを検討するための基礎的資料を提供することを目的とする。
　人口減少問題は、女性の就労、婚姻、出産、保育及び子育てのライフサイクルを考慮して総合
的に考える必要があり、特に20歳代、30歳代の女性は、就職をはじめとするそれらのライフイ
ベントを経験する割合が高く、それにともなう移動の機会も多い。そこで、配偶者や子どもの有
無、就業の状況などによって、移動の理由、住環境に求めるもの、生活環境に対する満足度など
がどのように違っているのかについて注目し、分析をおこなった。また、どのような生活環境の
項目の満足度を高めることが、全体的な満足度を効果的に高めることにつながるかについて推定
するとともに、最後に若年女性の結婚、出産、就業、転居などに関する課題についても指摘した。
子育て世代の社会移動の動向と住環境から見る住み心地の志向について
－ 51 －
１　アンケート調査の概要と回答者の属性
１－１　アンケート調査の概要
　神戸市と筆者（伊藤）が参画した「今後の神戸市の人口動態に関する有識者会議」が共同で実
施したアンケート調査「平成26年　若年女性・人口移動実態調査」の概要は以下の通りである。
①　 調査目的：　神戸市における若年女性の社会移動の理由、暮らしやすさ等に対する評価、居
住に対するニーズを把握し、よりよい子育て、就業、居住環境づくりを検討する。
②　 調査対象：　2014年３月から４月に神戸市に転入届、もしくは転出届を提出した者。かつ、
2014年４月１日時点で20歳から39歳の女性を住民基本台帳から無作為抽出した。
③　実施時期、方法
　　 該当する調査対象者のうち市内への「転入者」である3,949件のうち3,000件、市外への「転
出者」である3,892件のうち3,000件、「市内移動者」（神戸市内で別の区に移動した者）と
して1,463件全件を抽出した。このうち、有効送付数は、「転入者」が2,983件、「転出者」
が2,925件、「市内移動者」が1,440件の合計7,347件。7,347件のうち、有効回答は1,774件
（24.1％）であり、内訳は「転入者」が719件、「転出者」が708件、「市内移動者」が347件
であった。
　　 　実施時期は、2014年12月24日から2015年１月19日にかけてであり、郵送方式にて実施
した。
１－２　回答者の属性
　表１－１は、回答者の属性を把握するために、「配偶者の有無（未婚、有り、死別、離別）」、「子
供の有無」、「ふだんの様子（主に仕事、通学、主に家事、仕事を探している、その他）」につい
て転居後すぐの状況をまとめたものである。「未婚」は、「子供無」が大多数で、ふだんは「主に
仕事」をしている人がほとんどである。「配偶者有」の場合の「子供無」と「子供有」の割合は
ほぼ同程度（それぞれ496人、488人）であるが、ふだんの様子について「主に仕事をしている」
が、「子供無」では271人に対し「子供有」では82人、「主に家事」が、「子供無」では194人、「子
供有」では385人、「仕事を探している」は「子供無」で30人、「子供有」で17人と子どもの有
無により大きく異なっており、「子供無」のほうが仕事をしている、あるいは探している人が多
いという傾向がわかる。
　若年女性の移動や居住環境に対する志向は、配偶者や子供の有無などの家族形態とふだんの様
子（仕事、家事）と密接にかかわっているものと考えられる。そこで本稿では、若年女性の結婚、
出産、就労などと移動や居住関係への志向がどのように関連しているのかについて分析するため
に、このアンケートの回答者のうち該当者数の多かった属性として①「未婚・子供無・仕事」、
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②「配偶者有・子供無・仕事」、③「配偶者有・子供無・家事」、④「配偶者有・子供有・仕事」、
⑤「配偶者有・子供有・家事」の５つのカテゴリーを抽出し、若年女性の主な家族・就業パター
ンとしてとらえることとする。
　つぎに、この５つのカテゴリーにあてはまる回答者の家族の形態についてみてみよう。図１－
表１－１　回答者の属性（配偶者×子供×ふだんの様子、転居すぐ後）
配偶者 子供
ふだんの様子
合　計
主に仕事 通学 主に家事
仕事を探
している
その他
未婚
子供無
①　604
84.8%
44
6.2%
18
2.5%
40
5.6%
6
0.8%
712
100.0%
子供有
　3
37.5%
0
0.0%
4
50.0%
0
0.0%
1
12.5%
8
100.0%
配偶者有
子供無
②　271
54.6%
1
0.2%
 ③　194
39.1%
30
6.0%
0
0.0%
496
100.0%
子供有
④　  82
16.8%
1
0.2%
⑤　385
78.9%
17
3.5%
3
0.6%
488
100.0%
死別 子供有
0
0.0%
0
0.0%
0
0.0%
1
100.0%
0
0.0%
1
100.0%
離別
子供無
9
81.8%
0
0.0%
0
0.0%
2
18.2%
0
0.0%
11
100.0%
子供有
18
72.0%
0
0.0%
6
24.0%
0
0.0%
1
4.0%
25
100.0%
（N=1741）2
図１－１　回答者の家族形態（転居すぐ後）
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１は、５カテゴリーと回答者全体でみた家族の形態の状況を示したものである。①「未婚・子供
無・仕事」の人は、そのうち「単身世帯」が74.4％、親と同居しているとみられる「親と独身
の子ども（２世代）」世帯が11.4％であり、独身世帯が非常に多い。②「配偶者有・子供無・仕事」
および③「配偶者有・子供無・家事」の人は、そのうち約９割が「夫婦のみ」世帯で、ほぼ夫婦
のみ世帯といえる。また④「配偶者有・子供有・仕事」および⑤「配偶者有・子供有・家事」は、
そのうち７～８割が「親と独身のこども」すなわち夫婦と子どものいわゆる核家族世帯で、「親
と子どもと孫（３世代）」、すなわち夫婦の親と子どもの世帯が７～ 10%である。
　したがって、①は未婚の独り暮らし、②は夫婦のみ世帯での共働き（夫も仕事有りが多いと推
定）、③夫婦のみの専業主婦、④核家族での共働き、⑤核家族の専業主婦、がそれぞれのカテゴリー
の代表的な形態としてイメージできる。
　次章以降では、①「未婚・子供無・仕事」、②「配偶
者有・子供無・仕事」、③「配偶者有・子供無・家事」、
④「配偶者有・子供有・仕事」、⑤「配偶者有・子供有・
家事」の５つのカテゴリー区分の傾向について、回答者
すべてを含む「全体」とともに分析をすすめる。なお、
これらの５カテゴリーの該当者はあわせて1,536人で、
回答者全体の87％に相当する。また、各カテゴリーの
平均年齢は、表１－２のとおりである。
２　「移動の理由」と移動にともなう就業の変化
　本章では、「移動の理由」に関する回答をもとにカテゴリーごとの動向を確認する。移動の主
な理由としてあてはまるもの１つを選択してもらったところ、図２－１のような結果であった。
　カテゴリーごとの傾向をみると、①「未婚・子供無・仕事」のいわゆる独身就業者では、「自
分の仕事の都合による移動」が圧倒的に多い(73.3%）。一方、②「配偶者有・子供無・仕事」では、
「結婚」をきっかけに転居した人が最も多く（60.1％）、次いで「自分以外の人の仕事の都合」（≒
配偶者の仕事の都合）で移動する場合が多い（14.4％）。未婚の場合と比べて、「自分の仕事の
都合で移動」する人は、7.4％とかなり少ない。③「配偶者有・子供無・家事」も②「配偶者有・
子供無・仕事」と傾向は似ているが、「結婚」をきっかけとした移動が54.1％とやや下がり、「自
分以外の人の仕事の都合」（≒配偶者の仕事の都合）で移動する場合が34.5％と増える。④「配
偶者有・子供有・仕事」では、移動の理由がばらついており、「自分以外の人の仕事の都合」
（15.9％）、「自分の仕事の都合」（14.6％）、「よりよい住宅を求めて」（14.6％）、「結婚のため」
（13.4％）、「親族の近くに住むため」（12.2％）などが比較的多い。特に「親族の近くに住むため」
はこのカテゴリーに最も多い。一方、⑤「配偶者有・子供有・家事」では、「自分以外の仕事の
表１－2　カテゴリーごとの平均年齢
平均年齢
①未婚・子供無・仕事 26.1
②配偶者有・子供無・仕事 29.7
③配偶者有・子供無・家事 30.2
④配偶者有・子供有・仕事 31.6
⑤配偶者有・子供有・家事 32.2
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都合」（51.2％）による移動が５カテゴリー中で最も多く、次に「よりよい住宅を求めて」（14.3％）
であり、配偶者の仕事の都合、または子どもに配慮した住宅を求めての移動が推測される。
　以上をまとめて整理すると、「結婚のため」に移動するのは、②「配偶者有・子供無・仕事」
と③「配偶者有・子供無・家事」である。まず結婚して新居に移動するという流れが見られる。
そして、「よりよい住宅を求めて」または「よりよい周辺環境を求めて」移動するのは、④「配
偶者有・子供有・仕事」と⑤「配偶者有・子供有・家事」の子供有の場合に比較的多い。「親族
の近くに住むため」や「親族との同居のため」の移動も同様であり（子供無の場合２～３%、子
供有の場合10 ～ 15%）、子育てを親族に支援してもらいやすいことが背景として考えられる。
また、「自分の仕事の都合」によって移動する割合は、①「未婚・子供無・仕事」（73.3％）→
④「配偶者有・子供有・仕事」（14.6％）→②「配偶者有・子供無・仕事」（7.4％）と大きな減
少を見せており、女性が配偶者や子供を有することによって、自分の仕事の都合によって移動す
る割合は非常に少なくなり、自分の仕事よりも配偶者や子どもなどの事情を優先して移動してい
ると言える。
　つぎに、移動前後の従業の様子をみてみよう。回答者自身の転居前と転居後の仕事について、
それぞれ従業上の地位を尋ねた（図２－２）。①「未婚・子供無・仕事」では、転居前は「正規
職員」41.5%、「学生」44.0%であったのに対し、転居後には「正規職員」が82.2%と大多数となり、
「学生」は1.2％に大幅に減少したことから、卒業後の就職を機に移動した人が多いとみられる。
「パート・アルバイト」や「派遣・嘱託・契約社員」の割合は、「パート・アルバイト」では転居
図２－１　移動の主な理由
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前4.3％から転居後4.7％、「派遣・嘱託・契約社員」では転居前8.0%から転居後10.3%とほとん
ど変わりがない。②「配偶者有・子供無・仕事」では、「正規職員」が転居前70.6%から転居後
62.5%と減少し、その分「パート・アルバイト」（転居前10.8%、転居後16.4%）や「派遣・嘱託・
契約社員」（転居前14.9%、転居後19.0%）が少しずつ増えており、転居後も仕事を続けている場
合でもその従業形態には変化が見られる。④「配偶者有・子供有・仕事」は増減の度合いが相対
的に小さいものの②「配偶者有・子供無・仕事」とほぼ同様の傾向である。③「配偶者有・子供
無・家事」は、転居後には半数以上が「無職」（68.0% )すなわち家事専業であるのに対して、転
居前には約半数が「正規職員」（51.0%）であった。移動をきっかけに仕事を辞めた可能性が高い。
一方、⑤「配偶者有・子供有・家事」は、転居前後ともに「無職」すなわち家事専業がもっとも
多く、③「配偶者有・子供無・家事」に比べ、転居前後の変化が比較的少ない。卒業後から働い
ていなかったか、あるいは今回の転居以前のタイミングで、結婚、出産、配偶者の仕事の都合に
よる移動などですでに仕事を辞めている人が多いなどの理由が考えられる。
　女性が、自分よりも配偶者や子どもなど家族の事情を優先して移動している傾向については先
述したが、その移動にともなって仕事についても、退職したり、転職や正社員からパートや派遣
などへの変更など大きな影響を受けていることが明らかとなった。
図２－２　従業上の地位（転居前・転居後）
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３　居住地選択の傾向とまちや子育て環境に対する意識
　３章では、若年の女性が転居する際に、どのような点を重視して居住地を選択するのか、そし
て子育て世代としてどのような環境を重視するのかについて整理する。また、それらの志向が１、
２章で分析してきた５カテゴリー別に見た場合にどのような傾向があるのかについても把握する。
３－１　居住地選択の傾向
　「現在の住宅を探された際、あらかじめ地域を限定して探されましたか。あてはまる番号全て
に○をつけて下さい」という質問に、実際に限定して探した地域を選択肢から複数回答で回答し
てもらった。その問いに「特に限定しなかった」と回答したのは全体の16.0％であり、８割以
上がいくつかの地域に限定して居住地を探したことになる。そこで、「特に限定しなかった」以
外を回答した者を対象に、「その理由として最も当てはまる番号を１つ選んで○をつけてくださ
い」として、地域を限定した理由について質問している（図３－１）。
　図３－１を見ると、全体としては「通勤・通学や買い物などの利便性を良くする」が51.9％
と最も多く、若い女性が利便性をもっとも重視していることがわかる。この「利便性」について
カテゴリー別に見ると、①「未婚・子供無・仕事」では67.0％と最も多く、②「配偶者有・子
供無・仕事」が55.8％、③「配偶者有・子供無・家事」が51.8％と続く。働く独身女性が最も
図３－１　居住地限定の理由
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利便性を重視しており、配偶者がある場合も、子供無で利便性が重要視されている。それに対し、
④「配偶者有・子供有・仕事」や⑤「配偶者有・子供有・家事」など子どもがいる場合は、「利
便性」を重視する割合が下がり、「生まれ故郷、または親戚や知り合いなどがいる」、「子育てが
しやすそう」など地縁・血縁や、子育て環境を居住地選択の際の理由とする割合が高くなってい
る。特に、④「配偶者有・子供有・仕事」は、「利便性」（26.7％）よりも「生まれ故郷、また
は親戚や知り合いなどがいる」（35.0％）の割合が高く、図２－１で移動の理由として「親族の
近くに住む」と回答していたことと同様に、親族との近居により子育てのサポートを期待してい
ることが考えられる。
３－２　まちや子育て環境に対する意識
　図３－２－１は、「今後、住み続ける『まち』の魅力として重視する要素は何ですか。あては
まるものに３つまで○をつけてください」という質問に対する回答の結果である。全体では、「地
域の安全性（防災・防犯など）の高さ」（52.2％）、「交通の利便性」（50.2％）、「子育て環境」（48.4％）、
「買い物の利便性」（47.2％）の順に上位を占めている。
　カテゴリー別に上位４項目を見ると、①「未婚・子供無・仕事」では、「交通の利便性」（59.0％）、
「地域の安全性」（52.6％）、「子育て環境」（28.5％）、「買い物の利便性」（48.9％）、②「配偶者有・
子供無・仕事」では、「子育て環境」（57.9％）、「買い物の利便性」（51.9％）、「地域の安全性」
図３－２－１　まちに求めるもの
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（49.2％）、「交通の利便性」（46.6％）、③「配偶者有・子供無・家事」では「安全性」（60.1％）、
「子育て環境」（54.4％）、「買い物の利便性」（49.2％）、「交通の利便性」（46.6％）となっている。
④「配偶者有・子供有・仕事」では、「子育て環境」（71.6％）、「地域の安全性」（58.0％）、「交
通の利便性」（39.5％）、「買い物の利便性」（27.2％）、⑤「配偶者有・子供有・家事」では、「子
育て環境」（70.3％）、「地域の安全性」（46.6％）、「買い物の利便性」（41.8％）、「交通の利便性」
（40.5％）となっている。順位は多少異なるものの、上位４つの項目はどのカテゴリーでも共通
しており、「安全性」、「子育て環境」、「利便性」が重要視されているといえる。特に、「地域の安
全性」は、②「配偶者有・子供無・仕事」では３番目、②以外のカテゴリーでは１番目か２番目
に多く選ばれている。そして、「子育て環境」も①「未婚・子供無・仕事」では３番目、①以外
のカテゴリーでは１番目または２番目に多く選ばれていることから、現在の家族・就業形態にか
かわらず「地域の安全性」と「子育て環境」が住み続ける「まち」の魅力として求められている
ことがわかる。現在の子どもの有無にかかわらず、近い将来の子育てを意識した結果であると思
われる。
　カテゴリーで違いが見られた項目としては、「ショッピングモール、娯楽施設の充実」につい
ては④「配偶者有・子供有・仕事」で16.0％と最も高かったのに対し、②「配偶者有・子供無・
仕事」では3.8％と最も低かった。「病院などの医療機関がある」の項目については、⑤「配偶者
有・子供有・家事」で30.5％と最も高く、④「配偶者有・子供有・仕事」で6.2％と最も低い結
果であった。そして、「職場と居住地が近いこと」の項目については④「配偶者有・子供有・仕事」
（24.7％）と①「未婚・子供無・仕事」（23.7％）の２つのカテゴリーで比較的高い結果となった。
　続いて、「子育て」に注目して「まち」に求めるものについて尋ねた結果が、図３－２－２で
図３－２－２　子育て環境に求めるもの
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ある。図３－２－２は「あなたが、子どもを育てていく居住環境として『まち』に求めるものに
ついて、重視するものに３つまで○をつけて下さい。」という質問の結果をカテゴリー別に見て
いる。どのカテゴリーでも、「安全性が高い（防災・防犯など）」が最も高く、次いで「学校の教
育環境がよい」であることは共通している。３番目に「保育所などの託児施設がある」があがっ
ているカテゴリーは、②「配偶者有・子供無・仕事」（59.4％）と④「配偶者有・子供有・仕事」
（52.4％）、①「未婚・子供無・仕事」（47.5％）の働いている回答者である。③「配偶者有・子
供無・家事」と⑤「配偶者有・子供有・家事」の主婦層では、「病院などの医療機関がある」（③
が56.0％、⑤が56.3％）が３位となっている。
　そのほかの特徴としては、⑤「配偶者有・子供有・家事」では、「公園・緑地の充実」（28.8％）、
「同年代の子ども」（24.9％）などの項目が他のカテゴリーと比べて高く、平日の日中に公園で
同年代の子どもたちと遊ばせる環境を重視していることが考えられる。
４　住宅や生活環境評価からみた住み心地の志向
　本章では、現住地の住宅や生活環境に対する評価について、満足度を尋ねた分析結果をまとめ
る。質問項目は、住宅、利便性、子育て環境などの29項目についてと全体としての満足度につ
いてである。「非常に満足」、「まあまあ満足」、「ふつう」、「やや不満」、「非常に不満」の５段階
の回答をそれぞれ５～１点と１点刻みで点数化して、分析をすすめる。
４－１住宅や生活環境に対する評価
　まず本節では各項目について回答者全体および各カテゴリーの平均値を一覧し、転居して８ケ
月ほど生活している現住地に対する評価の傾向を確認するとともに、回答者全体とカテゴリー別
の平均値の差をもとにカテゴリー間の相対的違いや特徴を把握する（表４－１、両側ｔ検定）。
居住地ごとの状況は、伊藤・高橋2016を参照されたい。
　「全体としての満足度」は、全体の平均が3.48（標準偏差0.828）と「ふつう」と「まあまあ
満足」の中間くらいであり、③「配偶者有・子供無・家事」の評価が他に比べて若干低い（3.32）
ものの、他のカテゴリーにはそれほど違いはなかった。
　カテゴリーごとにみると、①「未婚・子供無・仕事」は「全体としての満足度」には全体の平
均と違いがないものの項目別にみると他のカテゴリーと違いのみられるものが多く、「通勤、通
学の便」、「交通の便」、「利便性全体」および「ショッピングモール・娯楽施設」などについて評
価が高く、「自然環境」「騒音、振動などの環境汚染」など「住環境全般」や「近所づきあい」、「ま
ちの人の雰囲気」、「地域活動」や「人間関係」などのコミュニティについては評価が低かった。
⑤「配偶者有・子供有・家事」は、他に比べて満足度の高い項目が多く、具体的には「自然環境」
や「住環境全般」、「街並み」など周辺環境、「地域活動」や「人間関係」、「近所づきあい」など
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表４－１　現住地における生活環境に対する評価の平均値
項目（質問順）
n
①未婚
595
②有・無・仕事
267
③有・無・家事
193
④有・有・仕事
80
⑤有・有・家事
382
全体
1749
住宅の広さ、部屋数、間取り 3.64 3.93***↑ 3.70 3.70 3.68 3.69
住宅費（ローン、家賃など）の負担 3.33 3.34 3.36 3.20 3.23 3.31
住 宅 の 全 体 的 な 満 足 度 3.61 3.74*↑ 3.62 3.68 3.65 3.64
通 勤 、 通 学 の 便 3.78***↑ 3.51 3.45*↓ 3.45 3.58 3.61
日 常 生 活 で の 買 い 物 の 便 3.59 3.61 3.58 3.46 3.52 3.56
交 通 の 便 3.64**↑ 3.70**↑ 3.34**↓ 3.45 3.44 3.53
利 便 性 全 体 へ の 評 価 3.64**↑ 3.62 3.36**↓ 3.51 3.54 3.55
保 育 施 設（ 就 学 前 ） 3.08 3.07 3.10 3.22 3.10 3.10
学 童 保 育 所 3.06 3.05 3.08 3.16 3.10 3.09
小 児 科 な ど の 医 療 施 設 3.21 3.15 3.23 3.32 3.28 3.22
子 ど も の 遊 び 場、 公 園 3.11***↓ 3.16 3.26 3.43 3.43***↑ 3.25
教育環境（学校、進学、習い事） 3.17 3.08**↓ 3.16 3.38 3.36**↑ 3.21
自治体の子育て支援サービス 3.07 3.04 3.12 3.08 3.15 3.10
子育て環境への全体的な満足度 3.10***↓ 3.07*↓ 3.16 3.31***↑ 3.31 3.17
ス ポ ー ツ 施 設 3.01 2.98 2.97 3.05 2.95 2.99
教 養 、 文 化 施 設 3.00 2.97 2.97 2.91 3.00 2.98
ショッピングモール・娯楽施設の充実 3.26**↑ 3.21 3.01*↓ 2.88**↓ 3.13 3.15
施 設 全 般 の 利 用 し や す さ 3.19*↑ 3.14 3.00*↓ 3.03 3.10 3.12
騒音、振動などの環境汚染 3.07***↓ 3.23 3.23 3.35 3.37***↑ 3.20
自 然 環 境 3.21***↓ 3.36 3.48 3.56*↑ 3.56***↑ 3.38
地域の安全性（防災・防犯など） 3.17 3.24 3.28 3.29 3.33**↑ 3.23
住 環 境 全 般 へ の 満 足 度 3.27**↓ 3.41 3.34 3.41 3.46***↑ 3.35
近 所 づ き あ い 3.00***↓ 3.02**↓ 3.02 3.21 3.36***↑ 3.11
ま ち の 人 の 雰 囲 気 3.19**↓ 3.22 3.15**↓ 3.31 3.49***↑ 3.27
地域活動（自治会、子供会など） 3.05**↓ 3.08 3.02**↓ 3.16 3.22***↑ 3.11
地 域 の 人 間 関 係 の 親 密 性 2.98**↓ 2.96 2.86***↓ 3.14 3.23***↑ 3.04
街 の 景 観 や 街 並 み 3.32 3.32 3.31 3.34 3.47**↑ 3.35
ま ち の 活 気 や に ぎ わ い 3.30 3.25 3.11**↓ 3.25 3.27 3.26
地 域 の イ メ ー ジ の 良 好 性 3.34 3.36 3.23**↓ 3.37 3.46 3.36
全 体 と し て の 満 足 度 3.48 3.53 3.32***↓ 3.43 3.53 3.48
"*** p<.01, ** p<.05, * p<.10"         
＊ 全体の平均値とその地域の平均値に有意に差がある場合はグレーで示しており、そのうちで平均値の低い場合は「↓」
を付している。
＊有意確率（ｐ値）が小さいほど平均値の差は大きいと考えられ、グレーの色を濃く示している。
＊ ①未婚→①「未婚・子供無・仕事」、②有・無・仕事→②「配偶者有・子供無・仕事」、③有・無・家事→③「配偶
者有・子供無・家事」、④有・有・仕事→④「配偶者有・子供有・仕事」、⑤有・有・家事→「⑤配偶者有、子供有・
家事」をあらわしている。
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のコミュニティ関連の項目で満足度が高かった。それとは対照的に、③「配偶者有・子供無・家
事」は、全体としての満足度が低く、項目ごとでも「通勤、通学」、「交通」などの利便性や「施
設の充実」、「地域活動」や「人間関係」などのコミュニティや「地域イメージ」の評価が低かっ
た。②「配偶者有・子供無・仕事」および④「配偶者有・子供有・仕事」にはそれほど大きな特
徴はみられないが、②「配偶者有・子供無・仕事」は、「住居の広さ」等の住居そのものと「交
通の便」についての満足度が高く、「近所づきあい」については満足度が低かった。
　項目ごとで違いの目につく点は、「近所づきあい」や「地域活動」、「地域の人間関係」等のコミュ
ニティ関連の項目に対して⑤「配偶者有・子供有・家事」の満足度が相対的に高く、逆に①「未
婚・子供無・仕事」、③「配偶者有・子供無・家事」は低いこと、「通勤、通学」、「交通の便」に
関して①「未婚・子供無・仕事」、②「配偶者有・子供無・仕事」の満足度が相対的に高く、③「配
偶者有・子供無・家事」は低いことである。また、カテゴリー間で違いの少ない項目は、「日常
生活での買い物の便」、「スポーツ」および「文化施設」、「保育施設」、「学童保育所」、「小児科な
どの医療施設」、「自治体の子育て支援サービス」であった。「保育施設」、「学童保育所」に違い
のみられなかった点は、④「配偶者有・子供有・仕事」以外は直接的なかかわりが少ないため、
これらの項目の回答率の低さが影響している可能性がある。
　「近所づきあい」等のコミュニティ関連の項目の傾向は、⑤「配偶者有・子供有・家事」の在
宅時間の長さや子どもを介した地域とのつきあいの多さが、地域や近隣への理解と親密度を深め、
満足度が高くなっていると考えられる。①「未婚・子供無・仕事」の者は、仕事や地域外での交
友関係を優先することにより在宅時間が短く、③「配偶者有・子供無・家事」は在宅時間は長い
ものの地域とのつきあいの媒介となる子どもがいない点などが、コミュニティ関連の項目の満足
度の低さと関係していると推測される。まちの人の雰囲気や近所づきあいは転居前後の満足度の
変化で特に低下が大きかった項目３であり、神戸市の報告書（2015）でも回答時が移動後１年未
満であることから転居先へのなじみにくさとして指摘されているが、カテゴリーによる違いのあ
ることが確認できた。
４－２　住宅や生活環境評価における潜在的因子の抽出
　４－１節では住宅や生活環境に関する全体としての満足度と各項目に関する評価について主に
カテゴリー間の相対的な違いをみてきた。項目別にはいろいろな違いがみられたが、「全体とし
ての満足度」に関してはカテゴリーごとにあまり差がなかった。これは、たとえば子供の有無に
より子育て環境の評価が全体としての評価に及ぼす影響に違いが生じるなど、回答者の属性によ
る住み心地の志向の違いが影響しているといえよう。居住時間や日常の様子を含めた生活スタイ
ルの違いによっても何らかの違いがあるかもしれない。そこで、本節と次節において、全体とし
ての満足度における各項目の評価の相対的重要度に注目し、各カテゴリーの住み心地の志向を分
析する。
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表４－２　現住地における住宅や生活環境に関する評価（25項目）の因子分析結果
第１因子
コミュニ
テ　　ィ
第２因子
都 市 的
利 便 性
第３因子
周辺環境
第４因子
子育て環境
第５因子
住　　宅
第６因子
文化施設 共 通 性
地域の人間関係の親密性 .827 .006 .164 .129 .125 .092 .752
近所づきあい .697 －.030 .218 .112 .192 .079 .590
地域活動（自治会、子供会など） .687 .056 .231 .187 .079 .117 .583
まちの人の雰囲気 .651 .132 .442 .135 .096 .059 .667
交通の便 －.032 .767 －.067 .114 .036 .140 .628
日常生活での買い物の便 .029 .650 －.080 .182 .101 .101 .483
まちの活気やにぎわい .333 .615 .309 .121 －.046 .139 .621
ショッピングモール・娯楽施設の充実 .029 .579 －.001 .084 －.045 .379 .489
通勤、通学の便 －.001 .522 －.041 .139 .092 .100 .312
自然環境 .222 －.233 .718 .128 .195 .020 .674
地域の安全性（防災・防犯など） .243 －.012 .658 .145 .153 .080 .543
騒音、振動などの環境汚染 .191 －.182 .646 .104 .215 .056 .547
地域のイメージの良好性 .454 .402 .587 .082 .009 .024 .721
街の景観や街並み .429 .319 .572 .073 .024 .024 .619
学童保育所 .119 .148 .039 .796 .052 .006 .673
保育施設（就学前） .144 .148 .034 .729 .055 .017 .579
自治体の子育て支援サービス .139 .138 .162 .539 .072 .296 .448
教育環境（学校、進学、習い事） .101 .280 .271 .522 .051 .275 .512
子どもの遊び場、公園 .096 .103 .320 .443 .050 .264 .391
住環境全般への満足度 .114 .211 .154 .054 .917 .042 .927
住宅の広さ、部屋数、間取り .043 .052 .186 .012 .671 －.040 .491
住宅費（ローン、家賃など）の負担 .110 －.024 .035 .066 .376 .019 .160
教養、文化施設 .129 .326 .087 .161 .001 .720 .675
スポーツ施設 .130 .287 .043 .181 .016 .698 .621
因子寄与 2.85 2.76 2.74 2.22 1.65 1.49 13.7
寄与率（％） 11.9 11.5 11.4 9.2 6.9 6.2 57.1
因子抽出法：主因子法
回転法：Kaiserの正規化を伴うバリマックス法
因子負荷量0.4以上を太字であらわす
　まず、本節では29項目についての因子分析をおこない、住環境の評価に関連するいくつかの
要因を見出す。
　表４－２は因子分析の結果を示している。因子数は固有値１以上を基準として６因子とし、共
通性の低い項目（「小児科などの医療施設」）や多数の項目との相関が強く共線性が懸念される項
目（「利便性全体への評価」、「子育て環境への全体的な満足度」、「施設全般の利用しやすさ」）の
あわせて４項目を除外し、主因子法・バリマックス回転を採用した。累積因子寄与率は57.1%で
ある。
　得られた因子をみると、（寄与率の高い順に）第１因子は、「地域の人間関係の親密性」や「近
所づきあい」、「地域活動」、「まちの人の雰囲気」によって主に特徴づけられており、コミュニティ
に関するものと解釈できる。第２因子は、「交通の便」、「日常生活の買い物の便」、「まちの活気
やにぎわい」、「ショッピングモール・娯楽施設の充実」によって主に特徴づけられているととも
に、「自然環境」や「騒音、振動などの環境汚染」等と負の相関がある。これは、都市的利便性
に関するものと解釈できる。第３～６因子についても同様に、第３因子は「自然環境」、「地域の
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安全性（防災・防犯など）」、「騒音、振動などの環境汚染」、「地域のイメージの良好性」、「街の
景観や街並み」、第４因子は「学童保育所」、「保育施設（就学前）」、「自治体の子育て支援サービ
ス」、「教育環境（学校、進学、習い事）」、「子どもの遊び場、公園」、第５因子は「住環境全般へ
の満足度」、「住宅の広さ」、「部屋数、間取り」、「住宅費（ローン、家賃など）の負担」、第６因
子は「教養、文化施設」、「スポーツ施設」によって主に特徴づけられ、それぞれ周辺環境（第３
因子）、子育て環境（第４因子）、住宅（第５因子）、文化施設（第６因子）に関するものと解釈
できる。
　次節では、これらの６因子をもとに「全体の満足度」に影響の大きい要因や回答者の属性によ
る違いなどについて分析をすすめる。
４－３　住宅や生活環境評価の各項目と全体としての満足度の関係
　本節では、前節で述べた各抽出因子の因子得点（回帰法）により「全体としての満足度」を説
明づけるため重回帰モデルを用い、各要因の満足度が「全体としての満足度」に及ぼす相対的影
響の大きさを推定し、配偶者の有無、子どもの有無、ふだんの様子など回答者の属性による違い
などについて考察する。
　４－３－１　全体の傾向についての分析と解釈
　表４－３－１は、重回帰分析で利用する各変数の基本統計量を示している。そして、表４－３
－２は、因子得点を説明変数、「全体としての満足度」を被説明変数とする重回帰分析（モデル１、
モデル２４）の結果を示している。モデル１、モデル２ともに「全体としての満足度」への影響
が大きい順に、「都市的利便性」（第２因子)、「周辺環境」（第３因子）、「コミュニティ」（第１因
子）、「住宅」（第５因子）、「子育て環境」（第４因子）、「文化施設」（第６因子）であった。「住宅」
そのものよりも、「利便性」や「周辺環境」といった住居の立地や周辺の様子や「コミュニティ」
の影響が大きいといえる。また、５カテゴリーに関するダミー変数を導入したモデル２では、③
「配偶者有・子供無・家事」ダミーのみが有意となり、表４－１でみた「既婚・子供無・家事」
カテゴリーの「全体としての満足度」が低かった結果と整合している。
　「利便性」の影響が大きいことは、３章で述べた通りである。居住地を限定して探す場合にも「通
勤・通学や買い物などの利便性を良くする」（51.9％）が最も重視されている理由であった（図
３－１）。「今後住み続ける『まち』」としても「安全性」と並んで「交通の利便性」、「買い物の
利便性」が上位を占めていた（図３－１－１）。
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表４－３－２　重回帰分析による推定結果
説明変数
モデル１ モデル２
係数 標準化係　数 t値 係数
標準化
係　数 t値
因子１「コミュニティ」 .281*** .315 17.77 .285*** 　.317 16.50
因子２「都市的利便性」 .420*** .471 26.62 .406*** 　.455 23.84
因子３「周辺環境」 .332*** .366 20.64 .341*** 　.379 19.88
因子４「子育て環境」 .149*** .164 9.29 .161*** 　.179 9.49
因子５「住宅」 .209*** .249 14.14 .196*** 　.231 12.28
因子６「文化施設」 .087*** .091 5.16 .092*** 　.098 5.19
(定数) 3.459*** 243.25 3.483*** 95.29
①「未婚」ダミー .003 　.002 .057
②「既婚・子供無・家事」ダミー －.104* －.041 －1.786
③「既婚・子供有・仕事」ダミー －.104 －.030 －1.439
④「既婚・子供有・家事」ダミー －.025 －.014 －.538
決定係数 .622 .631
調整済み決定係数 .620 .628
Ｆ値 335.8*** 179.2***
標本数 1233 1058
注）***は１%水準、**は５%水準、*は10%水準で統計的に有意なことを表す
４－３－２　「配偶者」×「子ども」×「ふだんの様子」による違い
　本項では、６因子と「全体の満足度」の関係について配偶者や子供の有無、ふだんの様子によ
る違いをみてみよう。比較のわかりやすさのため、５カテゴリーの代わりに、これら３つの各要
素についてそれぞれ「未婚」と「配偶者有」、「子供無」と「子供有」、ふだんの様子の「主に仕事」
と「主に家事」と２つに分類し、それぞれのケースについて重回帰モデルによる推定をおこなっ
た（表４－３－３）。特に標準化係数に着目し、各ケースについて比較する。標準化係数は、そ
れぞれの標準偏差を１単位としたとき、各要因の満足度（因子得点）が１単位増えたときに全体
としての満足度がどの程度増加するかの平均的推定値であり、各要因の満足度が「全体としての
満足度」に寄与する度合いとみなすことができる。
　まず配偶者の有無の違いについてみると（比較１）、「未婚」「配偶者有」のどちらの場合でも
表４－３－１　各変数の基本統計量
全体として
の満足度　
因子得点１
「コミュニティ」
因子得点２
「都市的利便性」
因子得点３
「周辺環境」
因子得点４
「子育て環境」
因子得点５
「住宅」
因子得点６
「文化施設」
平 均 値 3.48 -.008 .002 .009 -.009 .003 .010
中 央 値 4.00 -.041 .084 -.055 -.106 .188 .029
標準偏差 .82 .89 .90 .89 .90 .95 .85
標 本 数 1514 1059 1059 1059 1059 1059 1059
注）因子得点は標準化されているため、平均０，標準偏差１に近い値となる。
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表４－３－３　重回帰分析による推定結果（各要素の比較）
比較１
未　婚 配偶者有
説明変数 係数 標準化係数 ｔ値 係数 標準化係数 ｔ値
因子１「コミュニティ」 .307*** .330 10.09 .281*** .317 13.58
因子２「都市的利便性」 .434*** .504 15.57 .394*** .430 18.36
因子３「周辺環境」 .335*** .359 11.02 .344*** .385 16.56
因子４「子育て環境」 .127*** .110 3.41 .172*** .210 9.03
因子５「住宅」 .234*** .282 8.72 .174*** .203 8.74
因子６「文化施設」 .095*** .099 3.05 .092*** .098 4.22
（定数） 3.481*** 135.43 3.442*** 180.52
決定係数 .605 .646
調整済み決定係数 .599 .643
F値 97.6*** 201.5***
標本数 389 669
比較２
子供無 子供有
説明変数 係数 標準化係数 ｔ値 係数 標準化係数 ｔ値
因子１「コミュニティ」 .280*** .289 12.09 .299*** .363 11.59
因子２「都市的利便性」 .423*** .482 20.26 .378*** .407 12.88
因子３「周辺環境」 .346*** .379 15.84 .333*** .372 11.85
因子４「子育て環境」 .146*** .149 6.31 .175*** .222 7.03
因子５「住宅」 .208*** .245 10.37 .169*** .201 6.43
因子６「文化施設」 .077*** .079 3.33 .114*** .128 4.08
（定数） 3.46*** 179.77 3.44*** 131.37
決定係数 .620 .650
調整済み決定係数 .616 .644
F値 185.8*** 111.4***
標本数 691 367
比較３
仕　事 家　事
説明変数 係数 標準化係数 ｔ値 係数 標準化係数 ｔ値
因子１「コミュニティ」 .271*** .277 10.91 .305*** .369 12.99
因子２「都市的利便性」 .416*** .469 18.53 .391*** .429 14.95
因子３「周辺環境」 .343*** .386 15.21 .343*** .367 12.90
因子4「子育て環境」 .145*** .155 6.19 .176*** .206 7.17
因子５「住宅」 .216*** .250 9.94 .164*** .200 7.05
因子６「文化施設」 .070*** .073 2.89 .123*** .133 4.67
（定数） 3.47*** 173.25 3.43*** 142.83
決定係数 .608 .665
調整済み決定係数 .604 .660
F値 161.7*** 138.4***
標本数 633 425
注）***は１%水準、**は５%水準、*は10%水準で統計的に有意を表す
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影響の大きい上位３項目は、「都市的利便性」（第２因子）、「周辺環境」（第３因子）、「コミュニティ」
（第１因子）の順で一致しており、前項でみた全体の傾向（表４－３－２）とも同じである。し
かし、「未婚」は「都市的利便性」の影響が抜きでて高いのに対し、「配偶者有」は「周辺環境」
の影響が高まるのに対応して「都市的利便性」の影響が低下している。未婚者は仕事や地域外で
の交友関係を優先する傾向にあることを反映しているといえる。また、４位、５位の項目が「未
婚」では「住宅」、「子育て環境」であるのに対し、「配偶者有」は「子育て環境」、「住宅」と逆
転し、必ずしも子育て中ではないものの将来的な子育てを意識する度合いの強さを反映している
といえる。
　また、子供の有無による違いを比較した場合（比較２）も、「子供無」、「子供有」をそれぞれ「未
婚」、「配偶者有」と対応させると、同様の傾向を示している。特に「子供有」の場合は、「周辺
環境」と「コミュニティ」の影響がほぼ同程度となっており、子どもの存在によって「周辺環境」
ばかりでなく「コミュニティ」の影響が高まっているといえる。
　最後に、「仕事」または「家事」のふだんの様子による違いを比較してみよう（比較３）。「利
便性」の影響が双方とも最も高いことは他のケースと同様であるが、「家事」の場合には、他のケー
スに比べ「コミュニティ」の影響がさらに高まり「周辺環境」を若干上回る。これは自宅や周辺
で過ごす時間の長さやそこでの人間関係の親密さなどが関係していると考えられる。
　以上をまとめると、どのケースでも「利便性」、「周辺環境」、「コミュニティ」が「全体の満足
度」に対して影響の高い上位３項目であるが、特に子どもを有する人や、主に家事をしている（専
業主婦）人にとっては、「コミュニティ」や「周辺環境」の影響が相対的に高くなることが明ら
かになった。また、「子育て環境」について、子供の有無ばかりでなく、日常の様子（仕事をし
ている人より家事をしている人の方が影響が高い）や配偶者の有無（配偶者を有している方が影
響が高い）による違いも確認され、「住宅」との順序が逆転した。
おわりに
　本稿では、社会移動をおこなった20～ 39歳の若年女性を対象とした「平成26年　若年女性・
人口移動実態調査」のデータをもとに、子育て世代とされる年齢層の女性の社会移動の理由や居
住地選択の志向、転居先である現住地での生活環境に関する満足度などについて分析をおこなっ
た。20歳代、30歳代の女性は、就職、結婚、出産などの大きなライフイベントを経験する割合
が高く、それに伴う移動の機会が多い。そこで、特に、配偶者の有無、子どもの有無、ふだんの
様子（仕事または家事）によって主なカテゴリーとして①「未婚・子供無・仕事」、②「配偶者有・
子供無・仕事」、③「配偶者有、子供無・家事」、④「配偶者有・子供有・仕事」、⑤「配偶者有・
子供有・家事」の５つを抽出し、それらによる移動理由や居住地選択の理由、まちの要素として
重視するもの、などについて特徴を見た。
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　移動の理由からは、女性の移動には配偶者や子供の都合を強く優先する傾向が見られ、それに
ともなって自分の職業も退職したり転職するなど人生に大きな変化をもたらしていることが明ら
かとなった。
　移動の際の居住地を探す場合には、どのカテゴリーにも共通して通勤や通学の利便性を重視し
ている傾向があった。また④「配偶者有・子供有・仕事」のいわゆる共働き子育て世帯では、生
まれ故郷や親族の近くに住む傾向が見られ、親族との近居による子育てのサポートを期待してい
ることが推察された。
　住み続けたいまち、子育て環境としてまちに求めるもの、などについては「地域の安全性」、「利
便性」、「子育て環境」、「教育環境」などの選択肢が共通して上位で選ばれており、カテゴリー別
の違いは見られるものの、未婚者や子供無しの人であっても、近い将来の子育てを視野に入れた
ニーズを持っていることがわかった。
　４章では、現住地の住宅や生活環境に対する29項目および全体的な評価について満足度を尋
ねた質問を点数化していくつかの手法で分析した。まず、満足度の平均値のカテゴリー別の違い
について挙げた。特に③「配偶者有・子供無・家事」のカテゴリーで全体としての満足度が低かっ
た。③のように転居先で家事に専念し、子育てをしていない人は地域からも社会からも孤立しや
すく全体としての満足度が低くなりやすいのではないだろうか。一方で、⑤「配偶者有・子供有・
家事」では周辺環境やコミュニティに関連する項目で満足度が高く、子どもを介して、地域社会
への関心や人間関係の親密度が高いことがうかがえた。次にこれらの29項目を対象に、因子分
析によって６つの因子を抽出し、それぞれの因子がどの程度「全体としての満足度」に影響を及
ぼしているのかについて重回帰分析により推定し、「利便性」が最も大きな影響を与えているこ
となどを指摘した。「配偶者」、「子ども」、「ふだんの様子」という回答者の属性ごとに比較をお
こない、共通点や違いについても明らかにした。
　これらの結果は、都市政策として、若い世代の女性たちが住みたい、住みやすいと思えるまち
づくり、子育てがしやすい環境づくりを考える際に、参考にできると思われる。配偶者の有無、
子どもの有無、就業状態などによるニーズの違いなどについても見ることができた。
　同時に、若年の女性たちが結婚、出産、子育てをするためには、配偶者や子どもの事情を優先
して退職、転職、転居などを伴うことが多いことも明らかになった。転居先での再就職、子育て
支援、地域社会へのなじみやすい環境づくりなど検討すべき課題も多い。
（たかはし　みさ・高崎経済大学地域政策学部准教授）
（いとう　あつこ・高崎経済大学地域政策学部非常勤講師／神戸学院大学現代社会学部教授）
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そのため分析ごと標本数に若干の差が生じる。
３）転居前と転居後の評価を尋ね、「非常に満足」と「まあまあ満足」の回答割合(% )の合計を比較したところ、転居後の評
価で「まちの人の雰囲気」は9.8%、「近所づきあい」は9.1%の低下がみられた（神戸市2015：pp.105）。
４）モデル２では、②「配偶者有・子供無・仕事」をベースとし、５カテゴリーを区別する４つのダミー変数（①「未婚」
ダミー、③「配偶者有・家事・子供無」ダミー、④「配偶者有・仕事・子供有」ダミー、⑤「配偶者有・家事・子供有」
ダミー）を導入する。データがダミー変数のカテゴリーに該当する場合は１、該当しない場合は０とする。たとえば、①「未
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